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資料 2 

住宅セーフティネット制度の改正について 

１． 制度改正の背景・目的と今後の方向性 
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住宅課確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方針 

 ⇒住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な方向や供給目標の設定等に

ついて、国土交通省と厚生労働省が共同で制定（７月頃告示、１０月施行予定）。 
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２． 改正内容 

（１） 終身建物賃貸借の認可（所管：東京都） 
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（２） 残置物処理を業務とする居住支援法人の指定（所管：東京都） 

 

 

（３） 家賃債務保証業者の登録・認定（所管：国土交通省） 

 



5 

（４） 居住サポート住宅の計画の認定（所管：区市町村） 
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（５） 居住支援法人制度の見直し 

 

 

（６） 住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の整備 
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３． 豊島区の対応状況 

 居住サポート住宅の認定業務について、受付窓口は住宅・マンション課が担当し、審査業務は福祉

総務課（自立支援担当課長）が共同で実施する方向で検討中。役割分担等の詳細について今後協

議を進める。 

 居住サポート住宅の改修費、家賃・家賃債務保証料等低廉化補助については、既に実施している

セーフティネット専用住宅の補助事業を拡充する形での対応を検討。今後、財政部局との協議を

進める。 

 令和 7 年 2 月に居住支援協議と区福祉部局（福祉包括化推進員）との勉強会を実施し、福祉部局

における住まいの相談等についての状況や課題について意見交換を行った。 

資料出典：厚生労働省・国土交通省「令和７年度改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会～住宅と福祉の関係者

が連携した地域の居住支援体制の構築と市場環境の整備～」 


